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＜考察＞

　私が入職して約10年が経つが、セクシュアルハラスメント（以下「セクハラ」という）に

関して問題となった事件が無い為「青仁会は大丈夫。そんな非常識な職員はいない。」と思って

いた。この研修に参加し、法人のセクシュアルハラスメントに対するリスク管理が全くないこ

とが非常に問題があると感じた。一つの事柄に対して、人それぞれ感じ方、捉え方が異なる為、

セクハラは職場においていつでも起こり得る。賠償責任も加害者だけでなく、法人や相談窓口

の対応により、管理者、および相談対応者にも連帯責任が科せられる。その為、法人としてセ

クハラ防止対策は早急に整備する必要がある。

　現状ではセクハラに関する相談窓口は存在しない。そんな中、ある一人の職員が相談をして

きたら「管理者はどう対応するのか？」私を含め現任管理者の認識は非常に薄いと推測する。

セミナーではロールプレイも実施したが、セクハラは相談してきた相手の気持ちに対して、ま

た行為者に対して慎重な対応をしなければならないが、なかなか上手くできなかった。その為

には①セクハラに対する法人の方針を明確にしておくこと。②セクハラが起きた迅速な法人の

対応。③被害者・行為者への慎重、かつ誠意ある対応が必要と考える。実際に今、セクハラが

起きてしまったらアウトである。起こってしまってからの対策・対応では遅いのだ。仮に咄嗟

の対応で和解出来たとしても「運が良かった」というところだろう。被害者、加害者だけでな

く法人の責任も問われる。法人の責任ということは管理運営上非常に問題があり、職員や地域

からも多大なる信頼を失うことに繋がってしまう。④として職員全員の意識付けや管理者の対

応（窓口対応や当事者の処遇等）の教育研修が必要なことに間違いないと言える。今後、どの

ように整備すべきか早急に検討し対策を打ち出さなければならない。

＜研修要旨＞

　企業におけるセクシュアルハラスメント相談担当者セミナー　　講師　弁護士　江上千惠子

１．セクハラとは何か

・セクハラの現状　＝　認識が非常に甘い。自分の会社は大丈夫という経営者が多い。

　経営者の多くは「セクハラは男女個人の問題」と考えがち

　　　・古くて新しい問題

　　　・人権の問題である。個人の尊厳、人格権

　　均等法２１条

①「事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する女性労働者の対応

により当該女性労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当

該女性労働者の就業環境が害されることのないようⅰ．雇用管理上必要な配慮をしなけれ

ばならない。」

②「労働大臣は、前項に規定に基づきⅱ．事業主が配慮すべき事項についての指針を定め

るものとする。」

　　ⅰ．雇用管理上必要な配慮　＝　職場環境調整義務

　　　　　　　　　　→経営者には職員が働きやすい職場を提供する義務がある

　　ⅱ．指針の内容・・・・・配慮すべき事項。事業主の最低限度の義務。

　　　　　　　　　→①　事業主の方針の明確化、およびその周知・啓発

　　　　　　　　　　②　相談・苦情への対応

③　職場におけるセクハラが生じた場合における事後迅速、かつ適切な対応

１）セクハラの定義（雇用の場における定義）

　　　「相手方の意に反する性的な言動で、それに対する対応によって仕事を遂行するうえで、一

定の不利益を与えたり、就業環境を悪化させること」

２）セクハラの分類

　　　a　対価型・・・・何らかの雇用上の利益の代償、あるいは対価（解雇、降格、配置転換等）
として性的要求が行われるもの
＜例＞「性的な誘いかけに応じなければ、望まない配転をするぞ」と言う・性的な言動
に抗議したため解雇する
a´地位利用型・・はっきりとした雇用上の対価等が明確に示されなくても、労働条件や職
務遂行への影響を予想させる職務上の地位を利用して、性的言動が行われ
るもの
＜例＞　性的な言動に抗議したら重要な仕事を与えない（または、与えないことが十分
に予想される）
　　　ｂ　環境型・・・・はっきりとした経済的不利益が伴うわけではないが、就業環境が悪化し
ているもの
＜例＞　・不必要に身体に接触される・性的な噂を流されたり、性的な冗談を言われて、
働き辛くなる。

・事務所にヌードポスターを掲示しているため、女性労働者が苦痛に感じて業
務に専念できない
２．セクハラの原因

　

　　　・性的な固定概念の押し付け

　　　・公私の区別が希薄

　　　・性的言動に対する男女の意識差（被害者の多数が女性）

　　　・企業の雇用管理のあり方等

３．使用者の法的責任

　　　①　法的構成　・加害者　＝　不法行為責任

　　　　　　　　　　・相談機関の責任者の不作為　＝不法行為責任

　　　　　　　　　　・使用者　＝　代取・・・・・・法人の不法行為責任

　　　　　　　　　　　　　　　　　一般の従業員・・債務不履行責任

　　　　　　　　　　・使用者自身の不法行為責任が成立する場合

　　　　　　　　　　　　　　　＝　予防措置を使用者が怠った場合に成立しうる

　　　②　事実認定　密室の場合や、目撃者がいないか証言しない場合が多い

　　　③　慰謝料

４．セクハラ防止の具体策

　　　問題が深刻化すると取り返しがつかない　→人権侵害、職務上の影響、イメージの低下

　　　　　　　　　　　　　

　　　①　研修・教育・・・・その方法に工夫が必要。苦情処理を前提にした研修が望ましい。

　　　②　苦情処理機関・・・存在するだけでは意味が無い。風通しの良い職場作り。

　　　③　管理者・トップの姿勢・・セクハラの芽を見逃さない。厳しい姿勢。

５．具体的対処

　　　①　被害者となったとき　　　　　→　相談窓口があるか？

　　　②　被害者から相談を受けたとき　→　相談窓口担当者としてどうするのか？

　　　③　加害者からの事情聴取の方法　→　何をどう聴取するのか？

　　　④　第三者からの事情聴取の方法　→　プライバシーの保護は？

　　　⑤　使用者、管理者による対処　　→　具体的処遇　→　制裁は？

６．裁判例・その他の事例

　　　多数ある。裁判例、相談事例から学ぶこと

→参考図書「わかりやすいセクシュアルハラスメント裁判例集」

　　　　　　　　　　　（発行：財団法人２１世紀職業財団　　執筆者：江上千惠子）

　　　

　　　①　厳しい責任が問われる。使用者責任、管理者責任

　　　　　　→　甘くない。管理者や使用者によるセクハラは言語道断！

　　　②　事実認定

　　　　　　→　特に密室における事件。綿密な分析。冷静な判断。思い込みは駄目。

　　　③　裁判は社会の動き、意識の変化を写す

　　　　　　→　旧来の女性に対する性的観念は全く通用しない。

4 一罰百戒。

　　　⑤　セクハラは取り返しのつかない重大な損害を与える。

７．相談者（被害を訴えている者）へのインタビューのポイント

　　　①　相談体制を整える。実効性のある相談体制であることが重要。存在するだけでは意味が

無い。

　　　　　・窓口設置　→　担当者を誰にするか？

　　　　　・原則として複数の相談対応　→　言った、言わないが後々問題となる

　　　　　・対応には必ず同姓が入る　→セクハラは男女問わず起こる。相談しやすい場を提供。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合によっては異性の相談者が席を外すことが必要

・相談担当者以外の者に見聞きされないよう遮断された場所で行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　→プライバシーの保護

　　　　　・電話や電子メールでの相談受付

　　　　　・匿名による相談受付

　　　②　相談・苦情処理機関の役割、権限、一連の手続き等に関する説明をきちんと行う。

　　　　　・誠意努力するが、限界もあることを理解してもらう　

→何でも希望通りに行くと誤解をされる。後々トラブルに繋がる

　　　　　・匿名の場合はアドバイス等の対応にとどまることを説明

　　　　　　　　　　　　　　→行動に移すには、事実関係の調査が必要となる。匿名相談では

　　　　　　　　　　　　　　　不可能。

　　　　　・プライバシーの保護　→　噂の流出などにより、相談者や加害者の就業環境が悪く

なる可能性がある。安心して相談できる場の提供。

　　　　　・相談・苦情申し立てをしたことによる不利益処分を与えない旨を説明

　　　　　　　　　　　　　　　　→　相談者は何らかの不安を持っている

　　　③　事件本人から聴取すること。代理人では駄目！

　　　④　事実確認をし、記録に残す。

　　　　　・真摯に耳を傾け、丁寧に話を聞き、事実関係や証拠の有無等を把握

　　　　　・テープ録音は事前の了解を要する。

　　　　　　　いつ　どこで　だれが　どのような行為

　　　⑤　記録内容は相談者に確認する

　　　　　・聴取事項の書面で示す

　　　　　・または復唱する

　　　　　解決した後の記録を残して良いかは相談者の了解を得ること

6 相談者の心身状況の把握　→緊急に措置を講ずべき場合がある

・医療機関の紹介

・当事者を引き離す等

　　　⑦　相談者の意思・希望

　　　　　・加害者への事情聴取をしても良いか確認

　　　　　・当事者間での話し合いの禁止

　　　⑧　調査、事実確認、事実確認結果の説明、解決処理を迅速・集中的に行うべき

　　　　　　　→相談者はかなりの苦痛を感じている。調査にどの程度時間を要するか等

　　　　　　　　きちんと説明し理解を得る。

　　　＜質問例＞

· どのような行為がありましたか。

· その行為は、いつ、どこで、どのようか状況で起こりましたか。

· 仕事の最中ですか、それとも勤務時間後の行為ですか。

· 勤務時間後の宴会の場合、それはどのような性格の会でしたｋ。

· あなたとその行為を行った相手とは、どのような関係にありますか。

· あなたは、相手と一緒に食事などに行ったことはありますか。

· それは、どのようなメンバーでいつ行きましたか。

· あなたはその行為を行った相手に対して、どのような対応をとりましたか。

· そのときの相手の対応はどのようなものでしたか。

· ショックを受けて反応できなかった、復習を恐れて拒否できなかったなどの

理由で、不快に感じている旨を伝えられなかったようなことはありますか。

· あなたは、上司にその行為について相談をしましたか。

· その上司は、どのような対応をとりましたか。

· その行為によってあなたはどのような影響を受けましたか。

· 何か、仕事上の不利益を被っているようなことはありますか。

· その行為を受けたとき、あなたはどのように感じましたか。

· その行為について、あなたのために協力してくれる人はいますか。

· 目撃していた人、同様の被害にあっている人はいませんか。

· その行為を裏付ける手紙やメモ、録音テープなどがありますか。

· その行為を受けたとき、あなたは誰かにそのことを話しましたか。

８．第三者（目撃者、同様の被害にあっている同僚等）へのインタビューのポイント

　　　①　事前に了解を得ること　→　強制的では駄目。協力してもらうことが大切。

　　　②　事実確認。　→　伝聞ではなく、直接知っている事実の確認

　　　③　秘密厳守の徹底

　　　　　・第三者から秘密が漏れる可能性が高い　

→他人のプライバシーに関る事柄を漏洩した場合には、懲戒処分もありうること

を必ず伝える

　　　④　記録の保存

　　　＜質問例＞

· 相談者が職場で不快に感じているような言動を直接、見たり聞いたりしたことがありま

すか。

· それは、いつ、どこで、だれが、どのような言動でしたか。

· あなたは、加害者とされている者から、不快に感じる言動を受けたことがありますか。

· それはどのような言動でしたか。

· あなたは、そのような言動に対して、どのように感じましたか。我慢しましたか、何か

対応しましたか。そのときの相手の対応はどのようなものでしたか。

· 相談者は、あなたに相談・苦情の対象となっている行為について話したことがあります

か。

· このことについて知っている人は誰か別にいますか。

９．行為者（加害者とされている者）へのインタビューのポイント

　　　①　行為者からのヒアリング　→　事前に被害者から了解を得ていることが前提

　　　②　行為者からのヒアリングの準備　

・当事者を「離す」ことも考える。　→　一方の配転、自宅待機など。

・第三者（同僚、目撃者等）からのヒアリング　

→第三者から情報が漏れる可能性が高い為、慎重に行うことが必要。

　プライバシー保護に努める。

　　　③　加害者へ、苦情・相談が申し立てられている事実を伝える

　　　　　・主張につき、相違点を明確にすること。

　　　　　　　いつ　どこで　だれが　どのような行為

　　　　　・先入観を持たない

　　　　　・公正な態度で接する

　　　　　・攻撃的になってはいけないが、言うべきことははっきり言うのが親切

　　　　　・相談者名を明らかにする場合は、相談者の事前了解が必要

　　　　　・事実確認を行う理由、一連の手続きについて説明

　　　　　・プライバシーの保護について明言する

　　　④　事実確認

　　　　　・十分に弁明に機会を与える

→　相談者が加害者とされる者を落とし入れる虚偽かもしれない

　　　　　・真摯に耳を傾け、丁寧に話を聞き、事実関係や証拠の有無等把握する

　　　　　・テープ録音については、事前の了解を要する

　　　⑤　相談者へのいかなる形でも報復的な行為が禁止されることを伝える

　　　⑥　当事者間での話し合いの禁止

　　　⑦　セクハラについて法的な説明、理解をさせる

　　　　　　　　　　→　行為者がセクハラに当たる行為をしていたことに気が付かない場合も

　　　　　　　　　　　多いので、十分に理解させることが重要。その後の被害者に対する対応、

　　　　　　　　　　　被害者の宥恕につながる場合の多い。

　　　⑧　記録内容は行為者に確認する

　　　　　・聴取事項の書面で示す

　　　　　・または復唱する

　　　　　・聴取者は二人以上。一人は厳禁。

　　　⑨　調査、事実確認、事実確認結果の説明、解決処理を迅速・集中的に行うべき

　　　　　　　→行為者は想定外のことであり不安を感じる。調査にどの程度時間を要するか等

きちんと説明し理解を得る。

　　　＜質問例＞

· あなたのプライバシーを守り、秘密は厳守します。

· あなたを非難する為に来ていただいたのではありません。事実確認のためですので、　

宜しくお願いします。

· こうした相談・苦情が寄せられていますが、事実確認をしたいので、ありのままを話し

てください。

· 実際には、どのような行為でしたか。いつ、どこで起こりましたか。

· なぜ、そおうした行為を行ったのですか。

· そのときの相手の対応はどうでしたか。

· あなたと相談者とはどのような関係ですか。

· 行為後に相談者の態度に何か変化は見られますか。

· 見られるとすれば、それはどのような変化ですか。

· あなたの主張について、証拠となるもの（目撃者等）がありますか。










